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化学製品の中には経時変化する物がある。製

品製造時には特許請求の範囲には属さないが、

製造から時間が経つと特許請求の範囲に属する

場合、特許発明の技術的範囲に属するといえる

であろうか。 

事案の概要 

原告花王株式会社（以下、「花王」という。）

は、特許請求の範囲に記載された多数の香料の

一種又は二種以上を含有することを特徴とする

次亜塩素酸ナトリウムを有効成分とする芳香性

液体漂白剤組成物に関する特許権を有している。

これらの香料には、ジメチルベンジルカルビ

ノールが含まれている。 

花王は、被告ジョンソンプロダクツ株式会社

（以下、「ジョンソン」という。）に対し、

ジョンソンによる家庭用かび取り剤（商品名

「カビキラー」）の製造販売が花王の特許権を

侵害すると主張して、約５億６７００万円の損

害賠償を求めた。 

ジョンソンが製造したカビキラーは、製造後

の時間の経過により、成分中の「ジメチルベン

ジルカルビニルイソブチレート」の少なくとも

一部が「ジメチルベンジルカルビノール」に変

化する。ジョンソンは、カビキラーにおいて

「ジメチルベンジルカルビノール」が存在する

のは、製造後の経時変化によるものであって、

その製造時には配合されていないから、カビキ

ラーは本件特許発明の構成要件を充足しないと

主張した。 

東京地判平成１１年１１月４日の判断 

東京地裁（三村裁判長）は、次のように判示

し、花王の請求を認め、ジョンソンに対し、２

億７２３０万円の支払いを命じた。 

本件特許発明は、芳香性液体漂白剤組成物と

いう物の発明であって、その製造方法には何ら

の限定もないものであるから、特許請求の範囲

に記載された香料を当初から添加する場合だけ

でなく、当該香料が製造後使用時までの間に含

有されるように、当該香料を生成させ得る別の

香料を製造時に添加する場合も、その技術的範

囲に属するものというべきである。 

証拠によれば、「ジメチルベンジルカルビニ

ルイソブチレート」は、界面活性剤を含有し次

亜塩素酸ナトリウムを有効成分とする芳香性液

体漂白剤組成物中において分解され、「ジメチ

ルベンジルカルビノール」が生成されること、

右の経時変化は、花王側の実験によれば、摂氏

２０度に静置保存されるという条件下で、３０

日経過後における「ジメチルベンジルカルビ

ノール」の量が「ジメチルベンジルカルビニル

イソブチレート」の量とほぼ等しいものになっ

ていること、ジョンソン側の実験の結果によっ
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ても、実験開始から２８日が経過した時点で、

「ジメチルベンジルカルビニルイソブチレート」

の約３分の１が「ジメチルベンジルカルビノー

ル」に変化していることが認められる。 

カビキラーは家庭用かび取り剤であるところ、

右の２８日ないし３０日という期間は、カビキ

ラーが製造されてから商品の流通過程を経て一

般需要者の手にわたるまでの通常の期間と比較

して決して長すぎるものではなく、また、家庭

用かび取り剤は、１本の容器の内容物を１回で

使い切ることはまれであり、通常、家庭に備え

られてある程度の期間にわたって清掃等の都度

使用されるものであることからも、カビキラー

においては、需要者による使用時までの間に

「ジメチルベンジルカルビニルイソブチレート」

のうちのかなりの部分が「ジメチルベンジルカ

ルビノール」に変化しているものと認めるのが

相当である。 

したがって、カビキラーは、その製造時には

本件特許発明の構成要件に記載された香料のい

ずれをも含有するものではないが、その後の経

時変化により必然的に構成要件に記載された

「ジメチルベンジルカルビノール」を含有する

ことになるのであるから、ジョンソンがカビキ

ラーを製造する行為は、本件特許発明を実施す

る行為に該当するというべきである。 

Practical tips 

本判決は、被疑侵害製品が、製品製造時には

特許請求の範囲には属さないが、製造から時間

が経つと特許請求の範囲に属する場合に、特許

発明の技術的範囲に属すると判断した。これは、

製品が製造された後、一般需要者の手にわたる

までに、花王によれば約半分、ジョンソンによ

れば約３分の１が特許品に変化しているという

事実、一般需要者が実際に使用するまでにはか

なりの部分が特許品に変化しているという事実

に加え、「ジメチルベンジルカルビニルイソブ

チレート」が「ジメチルベンジルカルビノール」

に変化することは、アルカリ存在下におけるエ

ステルの加水分解という当業者にとっての技術

常識から、当業者が予測し得たことが重視され

た結果といえよう。したがって、今後、経時変

化する製品が侵害となるか否かについては、一

般需要者の手にわたるまでや使用時までの間に

経時変化が生じるか、生じる場合その割合、ど

のような条件下で経時変化が生じるか、経時変

化について当業者が予測し得たか等がメルク

マールとなろう。 
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